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 （図表１）定期性預金残高の推移        （図表２）預金種類別の増減状況 
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 （備考）本稿では他業態との合併等は考慮していない。 

１．定期性預金の状況 
 (1) 残高の推移 
 平成 28 年度末の定期性預金残高は、前期比
0.3％、2,641 億円減少の 83 兆 8,043 億円とな
り、年度末ベースで 17年度末から 10年ぶりの
前期比減少である（図表１）。預金残高に占め
る定期性預金の割合（定期性預金比率）は
60.7％となり、７年連続で比率が低下している。 
 18 年度末の残高との比較では、16.1％、11
兆 6,331億円の増加であった。 
 (2)預金種類別の増減状況 
 28 年度末の預金種類別の増減状況をみると、
預金残高が前期比 2.3％増、要求払預金が 6.7％

増、定期性預金は 0.3％減となった（図表２）。
直近７年間は要求払預金の伸びが預金残高の
伸びを上回る一方で、定期性預金は下回って推
移している。 
 なお、28年度末の要求払預金は前期比 6.7％、 
３兆 4,101 億円増加の 53 兆 7,381 億円であっ
た。18年度末との比較では 39.1％増となる。 
 
２．地区別の状況 
 28年度末の地区別の定期性預金残高は、近畿
（前期比 2.2％増）と東北（0.7％増）の２地区
で前期比増加し、北陸（2.0％減）、中国（1.7％
減）などの９地区で前期を下回った（図表３）。 

信用金庫の定期性預金の動向（28年度末） 
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 信用金庫の平成 28 年度末の定期性預金残高は、前期比 0.3％減の 83 兆 8,043 億円となり、17 年
度末から 10年振りに前期を下回った。預金残高に占める定期性預金の割合（定期性預金比率）は、
60.7％となり７年連続で比率が低下している。 

 地区別の定期性預金残高は、近畿、東北の２地区で前期比増加した。18年度末との比較では、東
海、近畿、四国などの 10 地区で増加し、中国は減少した。 

 18年度末から 28年度末の定期性預金残高増減状況は、増加が 205金庫、減少は 59金庫であった。
このうち２倍以上の増加は５金庫、20％以上の減少は３金庫ある。なお、同期間の要求払預金の
減少金庫はゼロであった。 

 28年度末の定期性預金比率は、①50％未満が 17 金庫、②50％以上 60％未満が 89金庫、③60％以
上 70％未満が 119 金庫、④70％以上は 39金庫となる。18 年度末との比較では 70％以上の割合が
35.5％から 14.7％に低下した。 

 

 

（図表４）都道府県別郵便貯金減少額と 
 信用金庫個人預金増加額 
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（備考）１．日本銀行『預金現金貸出金調査表』お

よび日本郵政公社ＨＰより作成 
    ２．両業態とも、2000 年度末から 2004 年
度末までの総増減額 
    ３．旧船橋信金および旧杵築信金の合併を

調整して算出 
    ４．推計式は以下のとおり。 
 信用金庫個人預金増加額＝－440.30＋0.250×郵

便貯金減少額 
             （-1.043）（6.147） 
 ＜決定係数=0.444、( )内はｔ値、推計期間

2000-2004 年度末＞ 



 

本レポートは、情報提供のみを目的とした上記時点における当研究所の意見です。施策実施等に関する最終決定は、ご自身の判断でな
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 定期性預金比率は、四国が 73.9％に達し、北
陸（67.5％）、近畿（64.9％）が続く。 
 18 年度末との残高比較では、10 地区で増加
し、１地区で減少した。増加した地区では東海
（30.5％、４兆 2,557億円増）、近畿（24.9％、
３兆 7,118億円増）が目立つ。東北の 8.2ポイ
ント低下を筆頭に、全 11 地区で定期性預金比
率が低下したが、東海の低下幅は 0.9ポイント
にとどまった。 
 
３．信用金庫別の状況 
 (1) 18年度末からの増減 
 18 年度末から 28 年度末の信用金庫別の定期
性預金残高増減状況は、前期比増加が 205金庫
（構成比 77.6％）、前期比減少は 59 金庫
（22.3％）となった。 
 残高の増加した205金庫のうち50％以上の増
加は 16 金庫、さらに２倍以上に絞ると５金庫
あった。一方で、残高減少金庫のうち 20％以上
の減少は３金庫となる。 

 定期性預金残高と要求払預金残高の増減関
係は図表４のとおりである。要求払預金の減少
金庫はゼロであった。ちなみに要求払預金が
50％以上増加した信用金庫は 57 金庫、さらに
２倍以上の増加に絞ると６金庫あった。 
 (2) 定期性預金比率 
 28 年度末の信用金庫別の定期性預金比率は、 
①50％未満が 17金庫(構成比 6.4％)、②50％以
上 60％未満が 89 金庫（33.7％）、③60％以上
70％未満が 119 金庫（45.0％）、④70％以上は
39金庫（14.7％）となった（図表５）。 
 18 年度末との比較では、70％以上の割合が
35.5％（102金庫）から 14.7％（39金庫）に低
下した一方で、50％未満は 1.0％（３金庫）か
ら 6.4％（17金庫）に上昇した。 
 さらに 80％以上に絞ると 11 金庫から５金庫
に、40％未満では０金庫から１金庫に、それぞ
れ変化している。 
                以 上 

 

  （図表３）地区別の定期性預金残高 

（単位：億円、％）

地区

増減率 増減額 増減率 増減額

北海道 36,463 61.6 41,586 59.6 40,924 57.5 4.8 12.2 4,461 △ 1.5 △　661

東　北 25,912 64.3 29,557 56.8 29,792 56.1 3.5 14.9 3,880 0.7 235

東　京 135,804 65.3 147,163 61.6 144,977 59.5 17.2 6.7 9,173 △ 1.4 △2,185

関　東 131,813 62.2 146,874 58.4 145,031 56.7 17.3 10.0 13,218 △ 1.2 △1,843

北　陸 24,191 71.6 25,769 69.3 25,233 67.5 3.0 4.3 1,042 △ 2.0 △  536

東　海 139,263 62.8 182,298 63.7 181,820 61.9 21.6 30.5 42,557 △ 0.2 △  477

近　畿 148,676 67.3 181,737 65.9 185,794 64.9 22.1 24.9 37,118 2.2 4,056

中　国 34,322 64.9 33,649 57.5 33,063 55.8 3.9 △ 3.6 △ 1,258 △ 1.7 △  585

四　国 16,224 78.2 20,440 75.6 20,166 73.9 2.4 24.2 3,941 △ 1.3 △  274

九州北部 12,206 63.5 13,222 59.6 13,016 58.2 1.5 6.6 810 △ 1.5 △  206

南九州 16,033 66.3 17,455 63.7 17,320 61.7 2.0 8.0 1,287 △ 0.7 △  134

合　計 721,712 64.7 840,685 62.3 838,043 60.7 100.0 16.1 116,331 △ 0.3 △2,641
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  （備考）沖縄県は合計に含む。 
 
 
（図表４）信用金庫別の定期性預金残高と    （図表５）信用金庫別の定期性預金比率 
   要求払預金残高の関係（18→28年度末）        
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